
介護報酬の請求に係る消滅時効について 

 

標記のことについては、平成１４年５月３０日付、県高齢福祉課介護保険室

より通知されているところであります。 

以下に時効に関する具体例等を示しますので、参考としてください。 

また、請求期限については、法令上は２年間ありますが、毎月の請求時には

請求もれ等（返戻分の再請求分を含む）がないか確認のうえ、速やかに請求  

手続きをお願いいたします。 

なお、内容等につきましては、県高齢福祉課介護保険室と調整済みです。 
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介護報酬の請求に係る消滅時効について 

 

本会の事業運営につきまして、平素より格別のご理解ご協力を賜り厚くお礼申し上

げます。 

さて、標記のことについては、平成１４年５月３０日付、県高齢福祉課介護保険室

長より通知されているところであります。 

今般、国保中央会から時効に関する具体例等が示されましたので、別添のとおりお

知らせいたします。 

また、請求期限については、法令上は２年間ありますが、毎月の請求時には、請求

もれ等（エラー分の再請求分も含む。）がないか確認のうえ、すみやかに請求手続き

をお願いいたします。 

なお、本通知の内容等につきましては、県高齢福祉課介護保険室と調整済みであり

ますことを申し添えます｡ 

 

 

 

 

 

担当  介護保険課 

ＴＥＬ ０２９－３０１－１５６７ 

ＦＡＸ ０２９－３０１－１５８０ 



 資料１－１ 
 
 

審査支払業務における介護報酬の請求に係る消滅時効の考え方 
 
１ 事業所の請求等の消滅時効 
（１）消滅時効期間 
      ２年間 
      （平成１３年９月１９日付厚生労働省老健局介護保険課並びに老人保健課から都道府

県介護保険主管課あて事務連絡） 
なお、この期間は給付管理票の提出の有無に左右されない。 

 
（２）時効の起算日 
      サービスを提供した日の属する月の翌々々月の１日 
      （平成１４年３月１日付厚生労働省老健局介護保険課並びに老人保健課から都道府県
介護保険主管課あて事務連絡） 

 
（３）時効の中断等 
① 査定（一部支払い）となった請求明細書 
査定は請求額の一部が支払われるので、民法第１４７条に規定する時効の中断事由

の「承認」に該当するため、査定による支払いが行われた日に消滅時効は中断する。

（事業者は支払日の翌日から２年間再審査の申立てができる。） 
        ただし、再審査による新たな時効中断期間は発生しない。 
② 返戻となった明細書 
返戻は民法第１４７条に規定する時効の中断事由に該当しない。（事業者は消滅時効

期間内に再請求することができる。） 
なお、介護報酬の支払請求は、民法第１５３条に規定する「催告」に該当するため、

時効消滅期間直前の請求が返戻となった明細書は、請求から６ヶ月以内に支払いが行

われるように再請求することができる。ただし、最初に請求（催告）を行った時点か

ら６ヶ月以内に裁判上の請求を行わないと時効は成立する。 
③ 事業者からの請求取り下げ依頼にかかる明細書 
増額請求を目的とした過誤申立依頼は民法第１５３条に規定する「催告」に該当す

る。増額部分については、サービス提供月の翌々々月の１日から時効が進行し、２年

で時効が完成するが、時効完成直前に提出された過誤申立依頼は催告にあたるので催

告後６ヶ月以内に裁判上の請求等を行わないと中断の効力を失う。 
 
２ 過払いの場合（不正請求の場合を含む）の返還請求の消滅時効 
（１） 消滅時効期間 
公法上の債権であることから５年間 
（平成１３年９月１９日付厚生労働省老健局介護保険課並びに老人保健課から都道府県



介護保険主管課あて事務連絡） 
（２） 時効の起算日 
事業者が報酬を受け取った日（国保連合会から報酬が支払われた日）の翌日から時 
効は進行する 

（３） 時効の中断 
保険者が事業者に支払われた介護報酬の減額を目的として再審査の申立てを国保連

合会に行った場合、国保連合会が再審査を行った結果、事業者に減額の通知をした時

点で催告に該当する。よって６ヶ月以内に裁判上の請求等を行うことで、時効は中断

する。 
また、事業者が保険者に対し過誤申立依頼をした場合は、申立依頼（承認）をした

時点で時効は中断し、過誤申立依頼の翌日から５年経過した日に消滅時効が成立する。 
なお、事業者が正しい請求額について、再度請求を行う場合、当該請求については、返還

請求のための一連の事務的手続きの一過程に過ぎないと考えられることから、請求権の時効

について考慮する必要はない。よって返還請求にかかる時効の期間内に当該請求事務は手続

きを終えるべきものと考えられる。 

         
３ 償還払い 
（１） 消滅時効期間 
２年間 
 

（２） 時効の起算日 
代金完済した日の翌日 

 
４ 高額介護サービス費 
（１） 消滅時効期間 
２年間 
 

（２） 時効の起算日 
サービスを提供した日の属する月の翌月の１日 

 



【請求期間】

【査定明細書に対する再審査申立】

事 業 者 請 求

※　返還請求権の消滅時効の起算日は、事業者が報酬を受け取った日（国保連合会から報酬が支払われた日）の翌日となる。

返 還 請 求
（H１２．５の請求
が決定した場合）

例１

サービス提供
H１２．４
△

H１６．４ H１７．４H１２．４ H１３．４ H１４．４ H１５．４

H１７．６
△

サービス提供

事 業 者 請 求

審査結果連絡

再審査申立期間

H１４．６H１２．５
△ △

H１７．４H１２．４ H１３．４ H１４．４ H１５．４ H１６．４

H１４．６
△

　　 ２　ただし、再審査による新たな時効中断期間の発生はない。

例２

H１２．５
△

H１２．４
△

事業者への支払

H１２．６
△
査定通知

　資料　１－２

H１２．７
△

※　１　再審査申立ては、期間内であれば、何回でも可能。

H１２．７
△

H１２．６
△

請求額の一部支払による承認
のため時効は中断



【返戻に対する再請求】

審査結果連絡
返戻通知

再 請 求 期 間

（ 審 査 月 ）

サービス提供

事 業 者 請 求

H１２．４

H１２．５
△

△

H１５．４

H14.6.30

△△

△
H１４．１１

△

H１４．７

H１４．８
△

△

審査結果連絡

催 告 期 間

サービス提供

審査結果連絡

事業者再請求

H１７．４

例４

△

H１２．６

例３

H１４．６

※　再請求期間内であれば、何回でも再請求は可能。

△ △
H１２．７

H１４．１２

H１４．７
△

返戻通知
H１４．７ H１４．１２

△

H１３．４ H１４．４ H１６．４H１２．４

※　催告期間中の最初に請求を行った時点から６ヶ月を経過すると時効は成立する。

H１２．５

（審査支払期間）

（最終請求（審
査）可能月）

△

事業者再請求

（ 審 査 月 ）

△
返戻通知

△

H１２．５

H１２．４
△

H１２．６

事業所から
保険者への
催告にあた
る



【事業者からの請求取下げ依頼にかかる再請求】

H１４．１１

△

H１４．６

※　増額を目的とした事業者からの過誤申立は事業者から保険者への催告に該当するので、請求権の時効完成直前に提出された過誤申立にかかる事業者の再請求は過誤
を申し立てた時点から６ヶ月以内に支払まで受ける必要がある。

H１２．７

△

△

H１２．４ H１３．４ H１４．４ H１５．４

H１４．６

事 業 者 請 求
H１２．５

△

△

事業者再請求可能期
間

△

H１６．４ H１７．４

例５

事業者への支払
H１２．６

△

H１２．７

増額請求を目的とした
事業者から保険者への
過誤申立可能期間

事業者再請求期間のうち
平成14年7月～平成14年11
月は過誤申立を行った時
点（催告を行った時点）に
よって変動する。



【過払いの場合（不正請求の場合を含む）の返還請求：再審査申立①】

【過払いの場合（不正請求の場合を含む）の返還請求：再審査申立②】

H１４．８

△ △

H１３．４ H１４．４ H１６．４

再審査による保険者
返還請求

H１２．６

△
国保連からの支払

△

H１７．２

△

H１７．６

H１７．４

△

△

H１７．２

△

H１７．３

△

H１７．８

例６-２

事 業 者 請 求
H１２．５

△

再審査申立による返
還請求可能期間

H１２．７

保険者の返還請求調整
可能期間（事業者から
支払減額分を徴収でき
る期間）

国保連から事業者あ
て再審査通知

△

H１４．９

H１５．４

△

H１２．４

H１７．４H１３．４ H１４．４H１２．４ H１６．４H１５．４

例６-１

事 業 者 請 求
H１２．５

△

△
再審査申立による返
還請求可能期間

H１４．８

H１７．６

△

再審査による保険者
返還請求

H１７．６

国保連から事業者あ
て再審査通知

保険者の返還請求調整
可能期間（事業者から
支払減額分を徴収でき
る期間）

△
国保連からの支払

H１２．６

H１２．７

平成１７年７月～８月については催告の期間
にあたる。（返還請求権の消滅時効成立直前
の返還請求申立による催告）



【過払いの場合（不正請求の場合を含む）の返還請求：過誤申立】

H１８．５

△
保険者返還請求調整
可能期間

国保連から事業者あ
て過誤通知

国保連からの支払

H１７．６

△ △

事業者が保険者へ過誤
申立依頼を行った返還
請求

H１３．６

△

H１３．６

△

H１３．６

△

H１２．６

△

保険者返還請求可能
期間

H１２．７

例７

H１５．４

事 業 者 請 求
H１２．５

△

H１４．４ H１６．４ H１７．４H１２．４ H１３．４

事業所が保険者へ過誤申立を行った時点で事業所は返還請求について承認を行った
こととなるので、時効は中断し、返還請求権の消滅時効はその時点から5年間となる。
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